









刑法 41 条 a であり、後者は、刑訴法 209 条 a 及び 209 条 b である。刑法 41 条 a
は、1998 年 1 月に施行され 1)、当初、4 年間の時限立法であったが、2001 年の刑法
改正法 2) によって期限の制約は撤廃された。その内容は、被疑者の提供する情報が
組織犯罪の解明に寄与する場合等に刑の減軽を認めるものである。これに対し、刑
訴法 209 条 a は、被疑者が他人の犯罪の解明、組織の指導的地位にある者の居場所
の特定につき検察官に協力した場合に訴追の打切りを認める規定であり、209 条 b
は、カルテル法違反について検察官への協力を理由とした訴追の打切りに関する規
定である。この刑訴法 209 条 a 及び刑訴法 209 条 b は、2011 年 1 月 1 日に施行され、
2016 年 12 月 31 日を以て失効する限時法である 3)。
　本稿では、上記の王冠証人規定のうち、刑訴法 209 条 a の定める王冠証人制度だ
けを取り上げ、その制度と手続について紹介し、併せて若干の検討を加えることと
する 4)。
 　( 試訳 ) オーストリア刑訴法 209 条 a
　①　検察官は被疑者がいまだ捜査手続の対象とはなっていない自身の犯罪事実に
ついて自発的に供述し、その情報が次に掲げる事項に本質的に寄与する場合に
は、200 条乃至 203 条、205 条乃至 209 条により措置することができる 5)。　
一　参審裁判所若しくは陪審裁判所としての地方裁判所または経済犯罪及び汚









提とする。ただし、この措置は、被疑者の犯罪が 198 条 2 項 3 号 7) の場合また
は性的不可侵性若しくは性的自己決定の権利を侵害する犯罪の場合にはこの限








とができなかったりまたは 1 項 2 号に掲げられた団体若しくは組織における
自身の指導的地位での行為の隠蔽のためだけになされたとき
　ただし、検察官が手続の再開に必要な命令を、1 号または 2 号の定める事項
のいずれかを確認できる手続を終結させる裁判の送達から 14 日以内に発し
ない場合は除く。
　⑤　検察官は、3 項及び 4 項による命令を権利保護官に措置の理由を付して送達
しなければならない。権利保護官は、3 項の場合に手続の続行を、4 項の場合
に手続の打切りを申し立てることができる。
　⑥　団体責任法 9) (BGBl. I Nr. 151/2005) による団体に対する手続においては、本
条の規定を準用する。ただし、団体責任法 19 条 1 項 1 号乃至 3 号の規定の適
用を妨げるものではないが、支払われる金額は、団体責任法 19 条 1 項 1 号の
規定にかかわらず 75 日分の日割過料を超えることはできない。
Ⅰ．立法の経緯 10)










　2008 年 の 刑 法 改 正 法 の 司 法 省 案 (Ministerialentwurf) は、 汚 職 対 策 検 察 官


























































は、二つの犯罪を除けば、特に限定されない。一つ目は、209 条 a 第 2 項により被
害者を死亡させた罪の場合であり、この場合には、209 条 a は適用されない。もっ
とも、被害者が死亡していない場合及び未遂犯の場合には、209 条 a の適用を妨げ
ない。共犯として関与した場合も適用の対象外である。二つ目は、王冠証人が性的
不可侵性または性的自己決定権を侵害する犯罪 ( 刑法 201 条乃至 218 条 1 項の掲げ














　刑訴法 209 条 a 第 1 項 1 号の場合には、王冠証人の自己負罪の供述は、他人の重
大な犯罪――より具体的には、参審裁判所または陪審裁判所の管轄に属すか ( 刑訴
法 31 条 2 項及び 3 項 )、または「経済犯罪及び汚職の訴追のための中央検察官」
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のを防ぐ上で刑を科すことを要しない思われることを前提とする ( 刑訴法 209 条 a

















　賦課事項として規定されているのは、金員の支払い (200条 )、社会奉仕活動 (201




る額を超えてはならない ( 同条第2項 )。
　社会奉仕活動は、最長でも 6 ヶ月、1日当たり 8時間、1週40時間、全体で 240
時間を超えてはならない (201条1項、202条1項 )。検察官は、この使用を考える
場合には、これを被疑者に命じる (201条4項 )。社会奉仕活動の期間中、訴追は見






























捜査手続は、その後の訴追を留保して打ち切られる (209 条 a 第 3 項 )。ここで想定
されているのは、検察官が訴追を仮に放棄する旨の表明である。















る者の居所の探索への協力義務を果たさなかった場合 (209 条 a 第 4 項 1 号 ) または
提供した情報が虚偽であったり、犯人の有罪に寄与できなかったり、犯罪組織での




























































する裁判の送達から 14 日以内を限度とする。その裁判において、刑訴法 209 条 a






条 a 第 4 項は、仮に打ち切られた手続の再開の最終期限のみを規定するに過ぎない。












































する手続は、手続の打切り (190 条以下 ) を以て終了する場合の規定は置かれてい
ない。同じことは、検察官が公判または中間手続において公訴の取消しを行う場合
にも当てはまる。
　この場合において、刑訴法 209 条 a 第 4 項 1 号または 2 号に掲げられた事由が認
められるときに、検察官は、仮に打ち切った手続を再開することが可能であること

























　2011 年 1 月 1 日施行の改正法により、刑訴法 209 条 a 及び 209 条 b の新設と併
せて導入された権利保護官 (Rechtsschutzbeauftragte) は、王冠証人に対する手続の打
切り等に関与する。







































巻 3 号 63 頁がある。オーストリアの文献で、注釈書、教科書以外のものとし
て は、 次 の も の が あ る。Bogensberger, Täterkooperation und deren Belohnung im 
Strafrecht in Thanner/Soyer/Hölzl (Hrsg), Kronzeugenprogramme, 2009, 111; Geyer/
Amann/Soyer, Kronzeugenregelungen im Strafrecht -Entwicklungen, Chancen und Ge-
fahren im nationalen und internationalen Kontext in Thanner/Soyer/Hölzl  (Hrsg), Kron-
zeugenprogramme, 2009, 129; Paulitsch, Die Saulus-zu-Paulus-Wandlung - ein Ausblick 
auf die große Kronzeugenregelung im Strafverfahren ab 2011, Österreichische Juristen-
Zeitung (ÖJZ) 2010, 1092; Reindl-Krauskopf, Neues Antikorruptionsstrafrecht: Alles 
neu - alles gut? in Mayer-FS, 2011, 613; Schwaighofer, Zum Aussageverweigerungsecht 
wegen Gefahr der Selbstbelastung durch § 157 Abs 1 Z 1 StPO und den Konsequenzen 
der Verweigerung, Österreichische Richterzeitung (RZ) 2012, 54; Schwaighofer, Die 
neue Kronzeugenregelung – effizientes Aufklärungsinstrument oder Kapitulation des 
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Rechtsstaats? in 39. Ottensteiner Fortbildungsseminar, 2011, 5; Haudum, Kronzeugen im 
Straf- und Kartellrecht, 2013. 
　　なお、本稿は、Schroll , in Fuchs/Ratz (Hrsg.), Wiener Kommentar zur Strafprozes-
sordnung, 2015, §209 a, 2015 による所が多い。
5)  因みに、刑訴法第 10 編 (190 条乃至 197 条 ) に、捜査手続の打切、停止及び続行
に関する規定が置かれ、第 11 編 (198 条乃至 209 条 b) に、被疑者等に一定の賦
課事項を課した上、手続を打ち切るダイバージョンに関する規定が置かれてい
る。このうち、198 条から 209 条までは、一般のダイバージョン措置に関する
規定であり、209 条 a と 209 条 b は、本文で説明した特定の目的のためのダイ
バージョン措置に関する規定である。
　　 なお、200 条は、手続の打切りに当たり課される金員の支払い、201 条及び
202 条は社会奉仕活動、203 条は試験期間に関する規定である。205 条は、賦課
事項の履行後に手続が最終的に打ち切られた後に手続を再開する場合の規定で
ある。206 条は被害者の権利、207 条は被疑者の教示を受ける権利、208 条はダ
イバージョン措置に関する一般規定、209 条は手続の打切り、公訴の取消しに
関する一般規定である。
6) 198 条 1 項 1 号は金員の支払い、2 号は社会奉仕活動、3 号は試験期間を定めて
いる。
7)  198 条 2 項 3 号は、被害者を死亡させた罪を定めている。
8) 200 条 2 項は、支払うべき金員は、180 日分の日数罰金額に相当する額を超えて
はならない旨を定める。
9) 団体責任法 (Verbandsverantwortlichkeitsgesetz) は、犯罪に対して団体が責任を負い、
制裁が課される要件及び団体の責任を確定し、制裁を課す手続について定めて
いる ( 同法 1 条 )。
10) 本章は、主に、Haudum, a. a. O., S.125 ff に依っている。
11) Flora, in Wiener Kommentar zum Strafgesetzbuch, 2. Aufl., 2013, §41a Rz 1. なお、
ドイツでは、王冠証人制度の対象犯罪を特定のものに限定する場合を「小王冠
証人規定」といい、特に犯罪の種類等を限定しない場合を「大王冠証人規定」








に詳しい。Haudum, a. a. O., S.127; Schwaighofer, a. a. O., S.7.
13) Erläuternde Bemerkungen zur Regierungsvorlage(EBRV) zum strafrecht-
liches Kompetenzpaket(sKp) BGBl Ⅰ 2010/108, 918 Beilage zu den stenogra-
phischen Protokollen des Nationalrates(BlgNR) 24. Gesetzgebungsperiode(GP), 
1, 3 und 10 f.
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14) Bertel/Venier, StPO, §209 a RZ 2 は、209条 a による措置を王冠証人が自身の
犯罪について供述するに過ぎない場合にも認めようとする。この見解は、明文
に反するとして批判されている。例えば次の文献参照。Maleczky, Strafrecht 
Allgemeiner Teil Ⅱ , S. 31; Medigovic/Reindl-Krauskopf, Strafrecht AT Ⅱ, S. 
197; Erläuternde Bemerkungen zur Regierungsvorlage(EBRV) zum strafrecht-
liches Kompetenzpaket BGBl Ⅰ 2010/108(sKp), 918 Beilage zu den stenogra-
phischen Protokollen des Nationalrates(BlgNR) 24. Gesetzgebungsperiode(GP), 
3, 12 ff.
15) Schwaighofer, a. a. O., S. 14.
16) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 12.
17) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 17.
18) Schroll, a. a. O,. § 209 a Rz 19.
19) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 23.
20) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 24.
21) Fabrizy, Strafprozessordnung, 11. Aufl., 2011, § 209 a Rz 7
22) 一般のダイバージョン措置では、賦課事項として和解 (Tatausgleich) が認めら
れているが (198条1項4号 )、209条 a の王冠証人制度では、これは除外されて
いる。
23) Schroll, a. a. O., §209 a Rz 36. なお、これとは異なり、検察官の社会奉仕活動
の命令に対し被疑者がこれを履行することを明言すれば、仮に手続は打ち切
られるとする見解もある。例えば次の文献参照。Erläuternde Bemerkungen 
zur Regierungsvorlage(EBRV) zum strafrechtliches Kompetenzpaket BGBl
Ⅰ 2010/108(sKp), 918 Beilage zu den stenographischen Protokollen des 
Nationalrates(BlgNR) 24. Gesetzgebungsperiode(GP), 13; Schwaighofer, a. a. O., 
S. 19; Haudum, a. a. O., S.154.
24) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 38.
25) Schwaighofer, a. a. O., S. 20.
26) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 50.
27) Leitner, in Schmölzer/Mühlbacher, StPO 1 , 2012, § 209 a Rz 36.
28) Leitner, a. a. O.,§ 209 a Rz 64.
29) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 59.
30) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 61.
31) Leitner, a. a. O., § 209 a Rz 70.
32) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 66.
33) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 69.
34) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 74.
35) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 79.
36) Leitner, a. a. O., § 209 a Rz 77.
37) Schroll, a. a. O., § 209 a Rz 80.
38) Schroll, a. a. O., §209 a Rz 86.
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39) Leitner, a. a. O., § 209 a Rz 79.
40) Leitner, a. a. O., § 209 a Rz 58.
　本稿は、JSPS 科研費・基盤研究 (C)( 課題番号 16K03377) による研究成果の一部
である。
